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医療療養病床の緊急調査結果に基づく入院診療報酬への 

影響及び緊急提言について（緊急調査結果報告） 

 

 

時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼

申し上げます。 

さて、このたびの医療制度改革関連法案が成立したことにより、療養病棟入院基本料・

有床診療所療養病床入院基本料は、平成１８年７月１日から、新たな区分により保険点数

を算定することとなり、医療区分の対応次第で大幅な減収が見込まれようとしております。 

今回の医療制度改革の目的は療養病床の再編であり、内容は介護療養病床の廃止(2011年

度末)、医療療養病床の大幅な削減であります。 

このような厳しい状況の中、介護療養病床や医療療養病床を有する医療機関(有床診療所

含む)は、療養病床再編に対して今後適切な対応が求められているところでございます。 

本会では、今回の療養病床再編に伴う影響度や減収率を把握するため、別添資料のとお

り、療養病床を有する医療機関に対して緊急調査を実施いたしました。その結果から大幅

な減収が見込まれることが明らかになり、本会としては日本医師会に対して、今回の改正

が各制度間の整合性がとれ、各医療機関が方針を決定できるような材料が揃うまで、算定

開始時期を延期するなどの経過措置の充実を要望したいとして、別紙のとおり緊急提言を

行ったので報告いたします。 

併せて、貴会所属会員にもご周知賜わりますようお願い申し上げます。 

 

 

（添付資料） 

１、『平成１８年７月１日より実施される医療療養病床「患者分類」の緊急調査結果に基

づく、入院診療報酬への影響及び緊急提言』の送付について 

（平成１８年６月２８日付、沖医発２９４号） 



                         
沖医発第 ２９４ 号 

                                              平成１８年 ６月２８日 

 

日本医師会 

会 長 唐澤祥人 殿 

   沖縄県医師会 
                                          会長 宮城信雄 

 

 

『平成18年7月1日より実施される医療療養病床「患者分類」の緊急調査結 

果に基づく、入院診療報酬への影響及び緊急提言』の送付について 

 

時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

さて、このたび、医療療養病床をもつ医療機関に対するアンケート結果がまとまりましたので、別添のと

おりご送付いたします。今回の調査結果をもとに、7月1目から実施される「患者分類」による影響につい

てシュミレーションした結果、沖縄県では、約２１億円の減収が見込まれ、１３６万県民の健康と命を守

るための部門がこれだけ削減されることになります。 

厚生労働省は経過措置として、介護保険移行準備病棟や経過型介護療養型医療施設を考えら

れておりますが、沖縄においては、いわゆる参酌標準に老健施設の枠はなく、さらに居宅系サービスへの

転換が可能なのかも不透明であります。 

このような状況下で療養病棟入院基本料２の算定が始まるとすれば、医療機関は今後の方針を決

めあぐね、さらに規模を縮小することになれば、現在入院中の患者さんが行き場を失うばかりでなく、今後

必要になる居宅系サービスの充実も困難になることが予想されます。 

つきましては、各制度間の整合性がとれ、医療機関が方針を決定できる材料が揃うまで、算定開始

時期を延期することならびに経過措置の充実を要望いたします。 

 

●アンケート調査内容 

対象：医療療養病床を有する県下会員全医療機関 

…病院４３件、診療所２４件（入院患者を現に有している医療機関） 

実施期間：６月１２日～１６日(５日間) 

回答数：(病院)３６件（回答率８３．７％）) 

(診療所)２１件(回答率８７．５％) 
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沖縄県に現在、医療療養病床は有床診療所（現に入院患者を有している診療所）が約１２７床、

病院が約３,４８０床(うち、特殊疾患療養病床が約１,３６５床)ある。沖縄県医師会は県下の全医療療

養病床に対して、平成１８年６月１２日の時点での「患者分布」の緊急調査を行い、約８５％の６７施

設、２,７４５床から回答を得た。 

この調査結果を基に、平成１８年７月１日から実施される「患者分類」による入院診療報酬への影

響を平成１８年３月３１日までと対比して試算した。 

 

患者分布は別紙(参考資料１)の通り。 

 

 

（算出方法） 

１.平成１８年３月３１目までの入院基本料 

医療療養病床入院患者の殆どが老人のため、すべて老人の入院基本料を基準とした。 

また、特殊疾患療養病棟に関しては特殊疾患療養病棟入院基本料（Ⅰ）１９８０点を算定する病床

が５５１床、特殊疾患療養病棟入院基本料（Ⅱ）１６００点を算定する病床が８１４床であり、その過重

平均の１７５０点を入院基本料とした。 
有床診療所       ７９８点 

病院          １１５１点 

特殊疾患療養病棟     １７５０点 
 

２.「医療区分」の点数 

「医療区分1」 

「ADL区分1・2」とADL区分3」との平均値とした。 

有床診療所     (520点+602点)÷2=561点 

病院        (885点+764点)÷2=825点 

 

「医療区分2」 

殆どが「ADL区分2・3」のため「ADL区分2・3」の点数とした。 

有床診療所     ８７１点 

病院        １３４４点 

 

「医療区分3」 

有床診療所     ９７５点 

病院        １７４０点 
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[入院基本料の変化] 

1、有床診療所 

「医療区分1」   561点－798点＝－237点 

「医療区分2」   871点－798点＝+73点 

「医療区分3」   975点－798点＝+177点 

 

2,病院 

特殊疾患療養病棟以外の療養病床 

「医療区分1」    825点－１１５１点=－326点 

「医療区分2」    1344点－１１５１点=+193点 

「医療区分3」    1740点－1151点=+589点 

 

特殊疾患療養病棟 

「医療区分1」    825点－1750点=－925点 

「医療区分2」    1344点－1750点=－406点 

「医療区分3」    1740点－1750点=-10点 

 

[入院診療報酬の変化] 

1,有床診療所 

「医療区分1」 ６６．４(%)x１２７(床)x(－)237(点)x10(円)x365(日)=－７,２９５万 

「医療区分2」 ３３．６(%)x１２７(床)x(＋)73(点)x10(円)×365(日)=＋１,１３７万 

「医療区分3」  ０．０(%)x１２７(床)x(+)177(点)x10(円)x365(日)=０ 

合計                                 －６,１５８万・…A 

 

2病院. 

特殊疾患療養病棟以外の療養病床 
「医療区分1」 ５０．２(%)x２１１５(床)x(－)326(点)x10(円)x365(日)＝－１２６,３３５万 

「医療区分2」 ４０．９(%)x２,１１５(床)x(＋)１９３(点)x１０(円)×365(日)＝＋６０,９３７万 

「医療区分3」  ８．８(%)x２,１１５(床)×(+)589(点)×1０(円)×365(日)＝＋４０,０１３万 

夜間勤務管理加算39点、日常生活障害加算40点の廃止分の減収 

２,１１５（床）x(－)79(点)x10(円)x365(日)=－６０,９８６万 

合 計                                    －８６,３７１万…・B 
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特殊疾患療養病棟 
「医療区分2」 59．6(%)×１,３６５(床)x(－)406(点)x１０(円)x365(日)=－１２０，５５８万 

「医療区分3」 40．４(%)×１,３６５(床)×(-)10(点)x10(円)x365(日)=-２，０１３万 

 

合計                                 －１２２，５７１万・…C 

 

※特殊疾患療養病棟においては、平成１８年６月３０日現在、入院中の患者に対して「医療区分２」

又は「医療区分３」とする「みなし措置」がある。従って、「医用区分１」の患者はいないものとして計画し

た。 

 

総合計                                 A十B十C=－２１５，１００万 

 

[平成18年3月までの保険収入] 

1.有床診療所 

798点x１２７床x10円x365日＝３６,９９１万 

 

2.病院 

特殊疾患療養病棟以外の療養病床 

1151点x２,１１５床x10円x365日＝８８８,５４３万 

特殊疾患療養病棟 

1750点x１３６５床x10円x365日=８７１，８９４万 

3.合計                  １,７９７，４２８万 

 

 

全体       △１２．０％ 

有床診     △１６．６％ 

特殊疾患以外 △９．７％ 

特殊疾患    △１４．１％ 
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[入院診療報酬の減収額および減収率](参考資料2) 

 

今回の診療報酬改正は全体で3.16%のマイナス改正ということであるが、沖縄県の医療療養病床群

においては入院診療報酬だけで全体で－１２．０％。個々に見ると、診療所が-１６．６％、病院では特

殊疾患療養病棟以外の療養病床が－９．７％、特殊疾患療養病棟が－１４．１％の減収となってい

る。いずれの療養病床も減収率がかなり高く、中でも特殊疾患療養病棟は極めて高い。減収額で見る

と、沖縄県全体では約２１億円強の減収が見込まれる。 
 今回の平成18年7月1日から実施される療養病床入院基本料２の導入による減収は、診療報酬改

定の ３．１６％をはるかに上回るものとなることが明らかとなった。これにより殆どの医療療養病床は平

成18年7月1日以降、経営上大きなダメージを受け、中でも有床診療所および特殊疾患療養病棟へ

の影響は甚大なものになると予想される。 

 

 

 
[平成１8年度診療報酬改正における医療療養病床の「医療区分」についての緊急提言] 

 

 沖縄県医師会の緊急調査結果の通り、「患者分類」による「医療区分1」の患者割合は５０．９％と、

平成17年11月11日の第4回診療報酬調査専門組織・慢性期入院医療の包括評価調査分科会で

示された５０．２%とほぼ同程度であった。 

厚労省は「医療区分1」は介護保険へ移行させると位置づけている。しかし、現状では受け皿側の制

度も未整備である。また、今回の「患者分類」による「医療区分」の設定には多くの問題点、矛盾点が

あり、状況を調査・把握した上での各「医療区分」の算定要件および設定点数の再検討を強く要望す

るものである。 

記 

 

<要望点> 

・時期の問題、経過措置 

医療機関への周知徹底が不充分なままで、本年7月1日の実施では極めて拙速過ぎ、介護施設へ

の転換を図るにしても医療現場ではこの短期間での対応は極めて困難であることから、療養病棟入

院基本料２の算定を各制度間の整合性が図られるまで凍結することを強く要望するものであり、さら

に急激な収入の変化は医療機関の経営上好ましくなく、特段の配慮をお願いするものである。 
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(参考資料１) 

 

沖縄県における医療療養病床の患者分布 

【診療所】 

回答病床数 医療区分1 医療区分2 医療区分3

１２２ 

 

８１ ４１ ０

割合(%) 

 

６６．４ ３３．６ ０

 

【病院】 

回答病床数 医療区分1 医療区分2 医療区分3

２６２３ １,３１７ １,０７４ ２３２

割合(%) 

 

５０．２ ４０．９ ８．８

 

【合計】 

回答病床数 医療区分1 医療区分2 医療区分3

２,７４５ 

 

１,３９８ １,１１５ ２３２

割合(%) 

 

５０．９ ４０．６ ８．５

 

 

【回答率％】 

診療所 ８７．５

病 院 ８３．７

 

 

平成１８年６月１２日調査 
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（参考資料２） 

 

沖縄県における医療療養病床の平成18年7月以降の減収額および減収率 
  

                  

（単位：万） 

病 院   

診療所 特殊疾患療養 

病棟以外の 

療養病床 

特殊疾患療養 

病棟 

医療療養病床群

全体 

 

平成１８年３月

までの保険収入 

 

３６,９９１ 

 

８８８,５４３ ８７１,８９４ １,７９７,４２８

入院診療報酬

の減収額 

 

－６,１５８ 

 

－８６,３７１ －１２２,５７１ －２１５,１００

減収率％ 

 

 

－１６．６ 

 

－９．７ －１４．１ －１２．０
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                           平成１８年６月２８日 

 

 

 

 

 

 

 

 

沖縄県における医療療養病床群の患者分布の緊急調査 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

沖縄県医師会 
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沖縄県医師会は会員の全医療療養病床群６７施設に対して平成１８年６月１日の時点での「患者

分布」の緊急調査を行い、約８５．１％の５７施設、２,７４５床から回答を得た。 

 

[算定日数制限について1 

平成18年4月13日、厚労省での「療養病床に関する説明会」において、各「医療区分」の項目に初

めて詳細な算定要件が示された。(参考資料１)その中で「医療区分2・3」の8項目の疾患等に3日、7日、

１４日間の算定日数制限が付加された。この8項目の疾患等は算定日数を過ぎれば、当該「医療区

分」での算定は不可となるため、初めからランクダウンさせてカウントした。 

沖縄県医師会はこの算定日数制限の付加を極めて重要視しており、算定日数制限を加味しない

場合と、加味した場合とに分けて、沖縄県の全医療療養病床群(回復期リハ病棟を除く)に対し緊急調

査を行った。 

 

[緊急調査の結果]結果は別紙(参考資料３)の通り。 

平成17年1１月11日、診療報酬調査専門組織、慢性疾患入院医療の包括評価調査分科会にて

発表された「医療区分」での算定日数制限なしの場合の調査結果は、病院の場合、「医療区分1」が

４２．６％、「医療区分2」が４７．４％、「医療区分3」が１０．０％。診療所の場合、「医療区分1」が５２．

５％％、「医療区分2」が４７．５％、「医療区分3」が０％。病院と診療所を合わせると「医療区分1」が

４３．１％、「医療区分2」が４７．４％、「医療区分3」が９．５％となっている。 

逆に平成18年4月13日、算定日数制限を付加された8項目の疾患等を、文頭で述べたように初めか

らランクダウンさせてカウントさせると、「医療区分2」は「医療区分1」に、「医療区分3」のうち「医療区分

2」に該当する者は「医療区分2」に、「医療区分2」に該当しない者は「医療区分1」にランクを下げて統

計をとったところ、上記算定日数制限なしの場合と比較して、病院の場合、「医療区分1」が５０．２%と７．

６%上昇、「医療区分2」が４０．９%と６．５%下降、「医療区分3」が８．８%と１．２%下降。診療所の場合、

「医療区分1」が６６．４%と１３．９%上昇、「医療区分2」が３３．６%と１３．９%下降、「医療区分3」が０．

０%。病院と診療所を合わせたデータでも「医療区分1」が５０．９%と７．８%上昇、「医療区分2」が４０．

６%と６．８%下降、「医療区分3」が８．５%と１．０%下降している。 

 

[算定日数制限付加の影響] 

当初の厚労省の療養病棟を有する病院の患者分布調査データで「医療区分1」は50.2%であった。

今回の沖縄県の緊急調査の結果で「医療区分1」の患者は病院で５０．２%、診療所で６６．４%、合計

で５０．９%と厚労省のデータを若干上回るものであった。これは算定日数制限付加の影響によるものと

考えられた。 

 

[「医療区分1」の患者の行方] 

平成18年4月13日の厚労省での「療養病床に関する説明会」および平成18年4月19日の第86回中

央社会保険医療協議会・総会での「療養病床に係る診療報酬・介護報酬の見直しについて」の資料

にもあるように、厚労省はこれら「医療区分1」の患者を経過型介護療養型医療施設や介護保険移行

準備病棟等の介護施設等もしくは在宅へ移行させる施策をすでに打ち出しているが、これらの施設が

充足するには相当の時間を要する。 

沖縄県では５０．９%に当たる１,３９８人、全国では医療療養病床25万床に対する沖縄県と同率で

推定した場合の約１２．７万人にもおよぶ「医療区分1」の患者の受け皿としての介護療養施設および

在宅医療サービス体制は、まったく不足しているのが現状である。 
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（参考資料３） 
 

医療療養病床の「医療区分」について[緊急調査] 
 

（診療所） 
①医療療養病床 ②算定日数制限なし ③算定日数制限あり  

 ベット数 入院患

者数 

医療区

分３ 

医療区

分２ 

医療区

分１ 

医療区

分３ 

医療区

分２ 

医療区

分１ 

人数

（人） 

 

１４６ １２２ ０ ５８ ６４ ０ ４１ ８１

区分内で

の割合％ 
  ０ ４７．５ ５２．５ ０ ３３．６ ６６．４

 

（病院） 
①医療療養病床 

 

②算定日数制限なし ③算定日数制限あり  

 

ベット数 入院患

者数 

医療区

分３ 

医療区

分２ 

医療区

分１ 

医療区

分３ 

医療区

分２ 

医療区

分１ 

６０床以

下（人） 
９１２ ８８１ ９２ ３５１ ４３８ ７０ ３０６ ５０５

区分内の

割合% 
  １０．４ ３９．８ ４９．７ ７．９ ３４．７ ５７．３

６１床以

上（人） 
１,７８６ １,７４２ １７０ ８９２ ６８０ １６２ ７６８ ８１２

区分内の

割合% 
  ９．８ ５１．２ ３９．０ ９．３ ４４．１ ４６．６

人数合

計 
２,６９８ ２,６２３ ２６２ １,２４３ １,１１８ ２３２ １,０４７ １,３１７

区分内の

割合%   １０．０ ４７．４ ４２．６ ８．８ ４０．９ ５０．２

 

（合計） 
①医療療養病床 

 

②算定日数制限なし ③算定日数制限あり  

 

ベット数 入院患

者数 

医療区

分３ 

医療区

分２ 

医療区

分１ 

医療区

分３ 

医療区

分２ 

医療区

分１ 

病院 ２,６９８ ２,６２３ ２６２ １,２４３ １,１１８ ２３２ １,０７４ １,３１７

診療所 １４６ １２２ ０ ５８ ６４ ０ ４１ ８１

人数計 ２,８４４ ２,７４５ ２６２ １,３０１ １,１８２ ２３２ １,１１５ １,３９８

区分内の

割合% 
  ９．５ ４７．４ ４３．１ ８．５ ４０．６ ５０．９

診療所：２１件（２４件中回答率８７．５％） 

病院 ：３６件（４３件中回答率８３．７％） 


